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(不動産投資)：外国人が支える人口動態～多言語対応等の居住支援が喫緊の課題 

 

不動産市場に大きな影響を及ぼす人口動態において、外国人の存在感は急速に高まっており、

その動きは、大都市から地方まで全国各地に広がっている。一方、賃貸住宅等に関する外国人

受け入れの体制は、不十分な部分も多い。不動産オーナーは、自治体等と連携し、多言語対応

等の外国人に向けた居住支援を行う必要性が高まっているだろう。 

 

不動産市場に大きな影響を及ぼす「人口動態」は、出生・死亡に伴う「自然増減」と、転入・

転出等に伴う「社会増減」に大別される。特に、「社会増減」は、地域経済や居住環境などの

地域の魅力を表した指標とも言われており、住宅等の不動産需要を見通す上で重要といえる。 

 

総務省「住民基本台帳人口移動報告」（2024 年）をもとに、社会増減数ⅰを都道府県別にみる

と、「社会増加」（社会増減数がプラス）の都道府県は「20」となり、半数以下であった（図

表１）。社会増減数を日本人と外国人に分けて確認すると、外国人は全ての都道府県で「社会

増加」であったのに対し、日本人が「社会増加」であった都道府県は「６」（埼玉県・千葉県・

東京都・神奈川県・大阪府・福岡県）のみであった。約３割の都道府県が日本人の減少を外国

人の増加で補い全体で「社会増加」を維持していたことになる。また、日本人の「社会増加」

が外国人を上回った都道府県はなかった。人口動態において、外国人の影響力は非常に大きい。 

 

 

 

続いて、政令指定都市の社会増減数を確認すると、「浜松市」（▲533 人）と「広島市」（▲

258 人）を除く全ての都市が「社会増加」であった（図表２）。一方で、社会増減数を日本人

と外国人に分けて確認すると、日本人が「社会減少」であった政令指定都市は「20」の内、「９」

に達した。「７」政令指定都市（新潟市・静岡市・京都市・堺市・神戸市・岡山市・北九州市）

では、日本人の減少を外国人の増加で補い全体で「社会増加」を維持しており、日本を代表す

る大都市の人口動態においても、外国人が支えている部分が大きい。 

図表１：都道府県別社会増減数 

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに作成。 (注) 赤枠：総数が「社会増加」の都道府県。 
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最後に、東京 23 区の社会増減数を確認すると、全ての特別区が「社会増加」であった（図表

３）。社会増減数を日本人と外国人に分けて確認すると、日本人の「社会増加」が外国人を上

回った特別区は「９」（中央区・台東区・墨田区・品川区・目黒区・大田区・世田谷区・練馬

区・足立区）と半数以下であり、東京 23区でも、外国人の存在感が高まっている。 

 

総務省「令和２年国勢調査」によれば、「外国人のみの世帯」では、「民営の借家」に住む世

帯が最も多く、46％を占めている。日本各地で賃貸住宅の利用者として、外国人の存在感が高

まっている一方、受け入れの体制はまだ不十分な部分もあるようだ。公益財団法人日本賃貸住

宅管理協会「賃貸人の実態調査」（2022年度）によれば、外国人入居者の受け入れを行ってい

ると回答した賃貸人は３割弱に留まった。 

 

また、サーベイリサーチセンター「2023第三回在留外国人総合調査」によれば、在留外国人が

住宅を探す課題として、「外国人という理由で入居を断られた」（40％）との回答が最も多く、

「保証人がいなかった」（33％）が多かった。公益財団法人日本賃貸住宅管理協会「外国人入

居者の実態調査」によれば、外国人が日本で賃貸住宅を探す際に、約７割の外国人が何らかの

不便を感じており、具体的な事例として、「母国語に対応した不動産会社やポータルサイトが

ない」等が挙がっている。 

 

今後も、外国人労働者や留学生の流入は続くと見込まれ、不動産サービスの利用者として外国

人の存在感は更に高まると見込まれる。一方、外国人の住居選択は、上記の問題等に伴い、選

択肢が豊富とはいえない現状にある。不動産オーナーは自治体等と連携し、多言語対応等の外

国人に向けた居住支援を行う必要性が高まっているだろう。 

 

  

 

 

（吉田 資） 

 
ⅰ 社会増減数＝（転入者数－転出者数）＋（国外からの転入者数－国外への転出者数）＋移動前の住所地不詳 

－職権消除等 

 

（資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに作成。  （資料）総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに作成。  

図表２：政令指定都市別社会増減数 図表３：東京 23区社会増減数 




